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Investigation of the methods for prospective evaluation on earthquake activity (2nd)
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地震活動の予測的な評価手法検討小委員会は、地震調査委員会における現状評価の高度化に資することを目的として
平成２１年８月に設置され、過去の地震活動から得られる特徴の抽出や整理を進めるとともに、地震活動の推移や見通
しについての評価手法の検討を行っている。
地震調査委員会は、平成１０年に余震発生確率を求める手法をとりまとめて公表し、気象庁はその手法に基づき、規模

の大きな地震の発生後に余震活動の見通しを発表しているが、この余震発生確率には、（１）予測精度の問題、（２）確
率の利用しにくさ、（３）より迅速な情報発表の必要性等の問題点がある。
そのため、過去の地震に伴う余震活動の規模、最大余震の規模、二次余震の有無等の余震活動の特徴を整理し、余震

活動の見通しについての予測手法の検討を行った。最大余震の発生は、本震後一日以内の事例が多く、余震活動の見通
しは早く発表する必要がある。まず本震のモーメントマグニチュードから、余震活動や最大余震の規模を予測すること
ができる。ただし、同程度のマグニチュードでも余震数で６倍程度異なる場合があるため、本震後３時間までの余震数
を考慮して、必要な情報の追加・修正を行うことが考えられる。多数の二次余震を伴う地震が発生した時も同様である。
昨年の本大会で発表を行ったが、最初の事例として、地震・地殻変動観測データや研究成果が多く得られている伊豆

東部で発生する群発的な地震活動を対象に、過去に発生した地震活動の特徴を抽出するとともに、地震活動の推移や見
通しについての評価手法の検討を行い、平成２２年９月に「伊豆東部の地震活動の予測手法」報告書としてとりまとめ
た結果を公表した。
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